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SDGsをめぐる動向
1. 普及から「行動の10年」へ

• 2019年SDGsサミット（国連総会）
• SDGs実施指針改訂

2. 進捗の評価が次の一大テーマ
• 232グローバル指標のローカル化、カスタマイズ、ビッグデータや地図情報を活用した計測など
• 定量的評価（SDG Report, Index and Dashboard, etc.）と定性的評価(GSDR, 

SDGs白書)
• 自治体による推進企業認定と、被認定企業のサポート
• 金融機関の評価（ESG投資、サスティナビリティ投資、インパクト投資）

3. SDGsのローカル化
• SDGs未来都市（60都市、20モデル）
• 地方創生SDGs金融

4. 企業による活動の本格化
• 消費者の動向変化
• 投資家の動向
• サプライチェーン全体のマネジメント

5. 新型コロナウィルスの影響

https://nextpublishing.jp
/book/11031.html

https://nextpublishing.jp/book/11031.html


行動の10年の開始に来たコロナ禍
•2019年のSDGsサミット「行動の10年」へ

•SDGsサミットは気候行動サミットと前後
•SDGs（2015年9月）とパリ協定（2015年12
月）は連動

•脱プラ、脱石炭が加速
•【日本】低炭素・脱炭素へ向けた遅れを早急に取り戻
す必要

•コロナの影響
中国で大気汚染の原因となる二酸化窒素(NO2)が大幅に削減したことを示す米航空宇宙局
(NASA)の衛星写真。左が2020年1月1～20日、右が同2月10～25日(NASA提供)【朝日
新聞Globe+ webサイトより】



２．進捗の評価
Sustainable Development Goals Report
• 244(232)のグローバル指標で評価



• 4000万から6000万人が極度の貧困に戻る（20年分）
• 90％の世界児童生徒人口（16億人）が、COVID19の影響
• 遠隔教育が多くの児童生徒に提供されているものの、デジタルデバイドによっ
て教育の平等に関するギャップが拡大

• 何十億人もの人が、安全に管理された水と衛生サービスや、基本的な手洗
いのための設備へのアクセスのない状態

• 2020年第二四半期では3億500万人のフルタイム労働に相当する合計労
働時間低下が予測

• 最も影響を受けているのは、中小企業、非正規雇用者、自営業や日
雇い労働者、社会的混乱の影響を受けやすいセクターの労働者たち

• 航空業界への影響が最も大きい。2020年の国際航空旅客15億人減と予
測、国際線の搭乗率も4分の3減少予測、結果として以前の営業収益予
測と比べて2730億の損益

• COVID19は製造業に大きな影響。グローバルなバリューチェーンと製品供給
を崩壊し、製造活動は崩壊の危機。これにより、失業率へのインパクトも。

• 金融市場不安定化。コロナ拡大以降、史上最大の1000億ドルの資本流
出。

• 2020年の世界貿易は13％から32％マイナス予測。

国連事務総長SDGs報告書2020より



ポジティブな変革へむけた影響も

目標12

 COVID19からの回復は、現在の持続可能でない消費と生産パタンを改
め、持続可能なそれに変革する機会を提供

目標13

 旅行禁止と経済活動停止で、2020年GHG排出量6％削減、大気環境
改善予測も、一時的

目標17

 パンデミックの世界規模という性格は、多国間主義の重要性を増大、すべて
の政府、民間、市民社会組織及びあらゆる人々の参加が必要に。

国連事務総長SDGs報告書2020より



https://youtu.be/xVWHuJOmaEk

https://youtu.be/xVWHuJOmaEk


Sachs, J., Schmidt-Traub, G., Kroll, C., Lafortune, G., Fuller, G. (2019): Sustainable Development 
Report 2019. New York: Bertelsmann Stiftung and Sustainable Development Solutions Network 
(SDSN)

Sachs, J., Schmidt-Traub, G., Kroll, C., Lafortune, G., Fuller, G. (2019, 2020): Sustainable 
Development Report 2019, 2020. New York: Bertelsmann Stiftung and Sustainable 
Development Solutions Network (SDSN).



GSDR(2019)

定性的評価

https://nextpublishing.jp/book/11031.html

15人の科学者が国連事務総長の命を受けて執筆責任。
2023年版は蟹江が委員に選出。

https://nextpublishing.jp/book/11031.html
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日経がSDGs対応企業を評価・アワードも開始
★以下の4項目で評価
1. SDGs戦略・企業価値：方針・報告とコミュニケーション、推進体制・社内浸透、ビジネスで

の貢献、業績（5指標170点）

2. 社会価値：人権の尊重、消費者課題への対応、社会課題への対応、労働時間・休暇、
ダイバーシティ（5指標120点）

3. 環境価値：方針、温室効果ガス、消費電力、廃棄物、水資源、気候変動・資源・生物
多様性（6指標230点）

4. ガバナンス：取締役の構成・業績連動報酬の状況など（1指標90点）
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David Griggs, Kanie et al. ‘Sustainable Development Goals 
for People and Planet.’ Nature (Vol 495, 21 March 2013). 

経済・社会・地球が入れ子状になり相互
連関する21世紀の成長要件

action

Kanie, N., Griggs, D., Young, O. et al. Sustain Sci (2019) 14: 
1745. https://doi.org/10.1007/s11625-019-00729-1

総合的行動（Coherent Action）創出
のためのツールとしてのSDGs

持続可能な開発の3つの側面の総合的な検討に基づいて、新たな、イ
ンパクトにもとづいたアプローチが必要である

原則１「持続可能な開発の3つの側面（経済、環境、社会）のいずれ
かにおいて潜在的なマイナスの影響が適切に特定され緩和され、なおかつ
少なくともそれらの一つの面でプラスの貢献をもたらすこと。」

ポジティブインパクト金融原則
（国連環境計画）



企業のためのSDGs行動リスト

これが「SDGsに向かっている企業」を示す行
動だ、というものを集めたリスト

【成果】

行動リストの提示：SDGsを企業が目指
すことの具体化

【フレームワークの検討】
評価の対象

▶UNDP SDG Impact⇒プロセス評価
▶タクソノミー評価⇒課題が多い
[結論]プロセス(サプライチェーン)評価

評価軸
行動リストと判断基準の提示

整理の方法
①労働・人権、②環境マネージメント
③経営・管理、④気候変動
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http://xsdg.jp/sdgactionlistver1.html

http://xsdg.jp/sdgactionlistver1.html


ターゲット4.2

2030年までに、すべての少女と少年が、初等教育
を受ける準備が整うよう、乳幼児向けの質の高い発
達支援やケア、就学前教育を受けられるようにする。

サプライチェーン・プロセス：共通

SDG行動

具体的行動の例

カテゴリー：労働・人権

保育・就業前学習への支援

• 社内保育所の設置
• テレワークや裁量労働制の実施
• 保育園費用の援助



サプライチェーン・プロセス：物流

カテゴリー：環境マネジメント

環境に配慮した配送

• 共同配送
• モーダルシフト
• EV、FCVや低公害車の導入
• バイオジェット燃料

SDG行動

具体的行動の例

ターゲット9.4

2030年までに、インフラを改良し持続可能な産業につ
くり変える。そのために、すべての国々が自国の能力
に応じた取り組みを行いながら、資源利用効率の向上
とクリーンで環境に配慮した技術・産業プロセスの導
入を拡大する。



ターゲット9.4

2030年までに、インフラを改良し持続可能な産業
につくり変える。そのために、すべての国々が自国
の能力に応じた取り組みを行いながら、資源利用効
率の向上とクリーンで環境に配慮した技術・産業プ
ロセスの導入を拡大する。

サプライチェーン・プロセス：生産

カテゴリー：環境マネジメント

環境に配慮した(例えば、二酸化炭素削減)技術・プロセ
ス・仕組みの採用

• 再生可能エネルギーの利用
• 代替材料の採用
• 夜間電力やコジェネレーションの適用
• 設備能力の適切化

SDG行動

具体的行動の例
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地方創生ＳＤＧｓ金融フレームワーク

政府

提案登録・認定

地域金融機関
投融資

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

機関投資家、
大手銀行、証券等

投融資、
働きかけ

表彰等

フェーズ１ 地域事業者のＳＤＧｓ
達成に向けた取組の見える化
• 「登録/認定制度」を構築し、地域事

業者のSDGs達成に向けた取組を見え
る化

• 登録/認定制度を通じて幅広い地域
事業者の参画を促し、SDGs達成に取
り組む主体のすそ野を拡大

フェーズ２ ＳＤＧｓを通じた地域
金融機関と地域事業者の連携促進
• 地域金融機関が、与信先企業に対し

てモニタリング、フォローアップを実施する
ことで育成・成長に貢献

• モニタリングを通じて得られた知見を自ら
の目利き力やコンサルティング能力等の
強化に活かす

フェーズ３ ＳＤＧｓを通じた地域
金融機関等と機関投資家・大手銀
行・証券会社等の連携促進
• フェーズ２の実践を通じて優れた取組を

行った地域金融機関を政府が表彰す
る制度を創設

• 機関投資家等と地域金融機関の協
調・協業を推進

官民連携

地域事業者等地方公共団体
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内閣府地方創生推進事務局（2019年）



■地方創生SDGs登録・認証団体のレベル分け

各登録・認証団体(地方公共団体/民間団体)は、評価基準・評価手法に基づきレベル「宣言」・「登録」・「認証」
の三段階に分かれる(名称は仮)

各レベル設定の
目的

宣言
登録

認証

既にSDGsへ取り組んでいる地域事業
者の勧奨

SDGsへ取り組んでいる、または今後
取り組もうとしている地域事業者の勧奨

金融機関等による、認証を受けた地
域 事業者への支援機会の拡大

SDGsに沿った活動を行っている SDGsに沿った活動の成果を定量的に
測定し開示している。結果を踏まえ翌年
以降の取り組みに反映している

HP等を通じ取り組みを社内外へ発信し 地方公共団体/民間団体と連携して地
ている 域への普及活動に取り組んでいる

申請内容の適格性を確認。更新が
必要

(審査なし) 申請内容を事実に基づき審査。更新
に は定量的な活動実績と改善案が必
要 (認証取り消しもあり)

活動の定性的な目標が定められている活動への意思表示がされている(申請と
同義)

SDGsへの
取り組み

SDGsの
普及活動

SDGsの理解
と活動への
意思表示

前提条件
反社会的勢力との関わりがない。地方税の滞納
がない

評価手法

環境・経済・社会それぞれに対し複数の
定量的な目標(KPI)が定められている

評
価
基
準

宣言・登録に関してはすでに取り組んでいる地方公共団体/民間団体あり

18第4回地方創生ＳＤＧｓ金融調査・研究会有識者会議資料より（2020年8月24日）



SDGs推進企業の認定：関東経済産業局／長野県の取組

環境

経済 社会

SDGs企業としてのフィロソフィー
や実績

 「SDGsに向かっている」ことを示す最低限の実績
をチェック

 認証制度でこれらを代替できる可能性もある

SDGs企業としての実績

 目標にコミットしているか？【１】
 経済・社会・環境面で（あるいはそれらを統
合した）目標があるか？【２】
 「コミット」をどう測るか？制度設計で
測る？

 目標進捗を測っているか？【３】
 進捗が芳しくない場合どうするか？

SDGs企業たる企業活動の基準SDGs推進企業を認定する

ex. 印刷中小企業者が、FSC森林認証紙やノンVOCインキ（石油系溶剤0％）を使用した環境印刷に取り組むとともに、「4か国語版お薬手帳」等の
SDGsを意識した新製品開発も実施。さらには、非正規労働者から正規労働者への登用制度を設け、従業員が活躍できる職場環境を整備
（職場いきいきアドバンスカンパニー制度認証取得で代替可）している。

＜認定企業イメージ＞

S
D
G
S
企
業
た
る
企
業
活
動



【参考】提出資料のビジュアルイメージ（案）
 提出資料のビジュアルイメージは以下のとおり。
 地域によって社会課題は異なるため、地域の独自要件を付して、自治体が注力したい政策の推進
に繋がる制度設計を自治体にて検討することも期待される。
※例示する本骨子案は、自治体が施策検討を進める際のヒント・気付きのツールとして活用頂くことを想定

経済・社会・環境の三側面のターゲットへのコミット（要件1）
●●都県◆◆ 株式会社A社

代表取締役■■
☑当社はSDGsの内容を理解し、以下を宣言するとともに、
SDGs達成に向けて取り組みます。

（１）経済
①SDGs達成に向けた取組
 地元の木材（都県産財）を活用した、新商品開発を行う
②2030年に向けた指標
 地元の木材（都県産財）を活用した商品数の割合を増加させる
（2019年度▲商品（全体の▲%）→2030年度●商品(全体の●％)）

③指標に対する進捗測定 ・・・・・・・
（２）社会
①SDGs達成に向けた取組
 女性管理職比率を引き上げる。女性職員のアイディアを活かし、新た
な顧客層向けの新商品開発を目指す

②2030年に向けた指標
 女性管理職比率の20％増加を目指す（2019年度▲人（▲%）→2030
年度●人(●％)）

③指標に対する進捗測定
 総務部が年１回女性管理職比率を自社のHPに公表する。採用パンフ
レットにも女性活躍事例を掲載する

（３）環境
①SDGs達成に向けた取組
 省エネルギーの取組、再生可能エネルギーの利用開始、新規設備投資
により、製造工程において排出されるCO2排出量削減を達成する

②2030年に向けた指標
 CO2排出量の50％削減を目指す（2019年度▲t→2030年度●t）
③指標に対する進捗測定
 総務部が年１回CO2排出量を測定し、自社のHPに公表する

SDGsの観点で市場・社会から期待される基本的な事項（要件2）

項目 具体的取組 対応するSDGs
ゴール

☑ 過度な長時間労働が行われてい
ない

●●●●●
●●●●●

☑ 外国人労働者の差別、人権侵害
がないことを確認している

●●●●●
●●●●●

☑ 多様な人材（高齢者、女性、外
国人等）を活かし、十分に活躍
できる環境が整備されている

●●●●●
●●●●●

☑ 労働者に適切な能力開発、教育
訓練の機会を提供している

●●●●●
●●●●●

☑ 自社のエネルギー使用量を把握
し、エネルギー利用の効率化を
進めている

●●●●●
●●●●●

☑ 廃棄物の削減及び管理を適切に
行っている

●●●●●
●●●●●

☑ 紛争鉱物を取り扱っていないこ
とを確認している

●●●●●
●●●●●

☑ 知的財産を保護するよう、適切
な取り組みを進めている

●●●●●
●●●●●

☑ 地域資源の積極的利用（地産地
消、地産外商）を行っている

●●●●●
●●●●●

７
関東経済産業局／長野県資料より（2019）
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SDGsから考える中長期目標
と経営計画

サプライチェーン全体のマネジメント

ファッション業界の取り組み

ITや科学技術イノベーション
を活用したベンチャー企業・中小企業

「誰一人取り残されない」
を実現したビジネスモデル

本格化する先進企業の取り組み



＜主な取り組み＞

（プロモーション活動）

・推進協議会ポータルサイト
・「SDGs People」による発信
・SDGs白書

（SDGsアクションフェスティバル）
2021年3月26日（金）、27日（土）に横浜みなとみらい21地区で開催

・ジャパンSDGsアクションイベント（仮称）
・グローバルアクションイベント（仮称）

ジャパンＳＤＧｓアクション
（主催）
ジャパンSDGsアクション推進協議会

（会長：蟹江憲史 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授）

（目的）
日本におけるSDGsのさらなる認知拡大と、国連が提唱
するSDGs達成に向けた「行動の10年」に沿った具体的
な行動に移す取り組みの推進

ジャパンＳＤＧｓアクション推進協議会メンバー
（設立時）



いまこそSDGs
コロナによって「持続不可能」な世界が明らかに
→解決先送りの「つけ」
→さらなる先送りは他の課題での深刻な被害に（気候変動、海
洋汚染、食料難・・・）

コロナ後に求められるのは経済・社会・環境のバランスの良
い成長

CSV（共有価値：三方よし、本業を通じた社会課題の解決）を超えた

SDGs
四方よし。売り手よし、買い手よし、世間よし、未来よし



ターゲット1.2
2030年までに、各国で定められたあらゆる面で貧困状態にある全年齢の男女・
子どもの割合を少なくとも半減させる。

2019年の正規の職員・従業員数は前年から18万人増加しているのに対し、非正規の職
員・従業員数は前年から45万人増加している*1。こうした非正規雇用者の増加が経済格
差につながる可能性も指摘されていた。

コロナ
発生前

コロナ
直面時

コロナ
経験後

変化を乗り越えるために必要なアクション
政策

企業 個人

外出自粛等で営業に支障をきたす業種もあり、7月の非正規雇用者が前年同月比で約130
万人減少し*２、正規雇用者と比較して不利な状況に置かれ、経済格差が更に広がっている。
生活者の経済的な不安を払拭し、相対的な貧困の発生を防止する必要がある。

テレワークに関する労働需要など、労働が必要な産業が変化する。SDGsを基準に、変化
後の産業構造に対応する産業構造の転換をおこない、貧困の発生を防止する。

・補助金、税制政策などを通じて早急に
産業構造転換を図る
・現金給付、学校給食、児童手当等
の社会的保護システムの迅速な拡大

・新たな産業で求められる知識や技能
を習得する学習機会の提供

・労働環境の変化に応じた産業分野の
開発・育成、シフト（大企業）
・ライフサイクルに応じた多様な働き
方を活用した離職率の削減

・新たな産業で求められる技術や
知識の獲得

・多様な働き方とライフサイクルを
考慮した職業選択プランの検討

*１：独立行政法人労働政策研究・研修機構ウェブサイト「国内統計：雇用形態別雇用者数」
*２：総務省統計局「労働力調査（詳細集計）2019年（令和元年）平均（速報）」

コロナのSDGsへの影響（xSDGラボの検討より）



ターゲット7.2
2030年までに、世界のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの割合
を大幅に増やす。

日本国内の再生可能エネルギーの利用は年々増加しているものの、2017年時点の最終
エネルギー消費量に占める再生可能エネルギー比率は、11.２％にとどまる*1 。

コロナ
発生前

コロナ
直面時

コロナ
経験後

移動やビジネスの減少に伴い、電力需要が下がっている反面、テレワーク等により電力
需要が分散している。家庭における太陽光発電等、自律分散型の電力を奨励し、最終エ
ネルギー消費量に占める再生可能エネルギーの割合を大幅に増やす。

経済活動の再開に伴い、エネルギー需要が高まることが見込まれる。脱炭素、グリーン
リカバリーを視野に入れ、最終エネルギー消費量に占める再生可能エネルギーの割合を
大幅に増やす。

変化を乗り越えるために必要なアクション

政策 企業 個人
・蓄電池普及策、VtoG推進などによ
る再エネのレジリエンス向上と普及
の促進、技術開発への研究費の増額
・化石燃料補助金から再エネ補助金
へのシフト

・自然エネルギーを購入するだけでなく
自社で太陽光等を作り出し、使用する

・RE100等への参加
・テレワーク勤務時の再エネ調達の推奨

・自然エネルギーを取り扱う電力会
社の選択・利用

・電気自動車へのシフト

*１：外務省「SDGグローバル指標(SDG Indicators)」

コロナのSDGsへの影響（xSDGラボの検討より）



コロナからの変革が変革へのラストチャンス

1. コロナ禍で世界が「持続不可能」だったことが明らかに
→ コロナ後は持続可能にすることが重要
→ 経済・社会・環境の調和のとれた成長が必要

2. マスクと手洗いは、一人の行動の集積が社会変革になることを実
証

3. ただでさえ達成困難なSDGsがコロナ禍によりさらに困難に
→ 実現しないことは地球と人類の存続がさらに危うくなるという危機感

4. 課題解決の「先送り」のつけを出さないためにSDGsが道しるべに
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